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研究成果の概要（和文）：本研究は、継続的に働いてきた既婚女性労働者に焦点をおき、彼女たちの労働と生活
が地域労働市場においていかに変化したのかを明らかすることを課題としている。既婚女性が継続的就業を担っ
てきた地域の調査研究によって、既婚女性労働者や彼女たちをとりまく家族、地域の女性就業に関する価値意
識、および企業や行政による女性の継続的就業を促す諸施策を検討した。そこでの分析の軸は、男性が一人で働
き、妻が主婦であることをよしとする近代家族規範との距離である。本研究は、既婚女性の継続就業を促す歴史
的な基盤がこうした地域に蓄積しており、近代家族規範の影響を受けることはなかったという事実である。

研究成果の概要（英文）：   The aim of this research is to clarify the labor history of women who 
continued to work in the local labor market after their marriage. Through field works in the area 
where married women continued to work under employment in the manufacturing industry, the value 
consciousness of working women, their family and neighborhood, on the issue of female labor, as well
 as policies of the local government and firms to support working women, are examined.
   The focus of this analysis is to investigate the social distance between the local realities in 
the particular area and the ‘modern family’ norm that promotes combination of male breadwinner and
 housewife as the most suitable model for a happy life. This research confirms historical 
accumulation of conditions in local areas that supported continuous employment of married women, 
where the ‘modern family’ norm has not influenced their way of life.

研究分野： 社会学

キーワード： 女性労働と家族　労働-生活史　ジェンダー　女性労働史
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
女性労働の歴史を解き明かす実証的研究

に従事して、すでに10数年が経過している。
こうした研究に着手した当初、戦後日本にお
けるジェンダー関係史の基底をなす女性労
働の歴史についての研究蓄積が不十分であ
り、これを実証的に展開していく必要がある
と考え、いくつかの事例研究を重ねてきた。
本研究の着手時点において、女性労働の現状
分析の研究が一定程度盛んになってきては
いたが、その歴史的基盤を問う研究が蓄積さ
れているとは言えない状況にあったため、さ
らなる問題提起を重ねる必要があると考え
るに至った。そのために本研究では第一には、
女性労働史研究の方法論的な問題に、より踏
み込んだかたちでの問題提起を行うことに
した。第二にはそれにもとづく事例研究をよ
り精緻化して提示する努力を重ねる必要が
あると考え、本研究に本格的にとりかかるこ
とにした。 
 
 

２．研究の目的 
 本研究は、戦後日本の女性労働史研究を、
特定の地域労働市場を基盤とする事例を探
索し、その労働-生活史の実証的研究を通じ
て高度成長期の女性労働史を掘り下げると
ともに、高度成長期以降の変容の動態を把握
することを目的としている。そのための方法
論の検討を通じてこれを練りあげ精緻化す
ることと、それにもとづく地域事例を分析し
て提示することが、本研究の車の両輪となる。 
特に女性労働と家族との関係性を問うこ

とが、本研究にとっては欠かすことができな
い。したがって近代家族論と女性労働研究と
の接点を探ることが大きな課題となる。女性
労働を考察する上では、夫の単独稼得と家
事・育児に専念する妻との組み合わせからな
る性別分業家族こそがよきライフスタイル
の導入につながるとする近代家族論の視角
との関係をいかに捉えるべきかを問うこと
が、必要だからである。近代社会に登場した
この近代家族論を支える規範は、日本の場合、
戦後の高度成長期に普及したとされてきた
が、同時代に、既婚女性の雇用労働者化もま
た急速な進展を見せてきた。近代家族論は、
全国の津々浦々を覆ったかのように論じら
れる傾向が強かったが、それを実証する研究
は必ずしも存在していない点を看過しては
ならない。したがって本研究は、既婚女性の
継続就業傾向が認められる地域を選んでの
事例研究を通じて、高度成長期を中心とする
既婚女性の労働-生活史を把握し、近代家族
規範の高度成長期における普及過程と、それ
以降のその変容を考察することを課題とし
ている。 
 
 
３． 研究の方法 
 本研究の方法的特徴と独自性は，次の４点

にある。 
 
(１) まず第一課題は、女性労働史研究のた
めの方法論の整序の方向性を探る作業に注
力することにおかれる。非正規雇用者の増大、
プレカリアートの増大、貧困の女性化といっ
たグローバルな現代的な動向を視野に収め
つつ、日本はもとより英語圏における学会レ
ベルでの最先端の論点を吟味・摂取し、雇用
労働および非雇用労働をも含む多様な女性
労働を把握する方法を検討した。その成果と
して、＜女性たちはどこでどのように働いて
いるのか/ 働いてきたのか＞を把握する女性
労働研究の方法を提示することができた。引
き続き、さらに検討を加えているところであ
る。 

 
(２) 第二には、階層差と地域差を分析の基
礎に据え、近代家族論が現実化するうえでの
濃淡をとりおさえるという方法的スタンス
を採用した。地域差という視点については、
すでに瀬知山（1996）によって端緒的な指摘
がなされていたものの、近代家族論にこれを
取りこんでの実証的な考察という地平は、こ
れまでのところ切り拓かれてこなかった。本
研究はこの点を本格的に踏まえ、実証性をも
ってこの課題に迫ることを意図するもので
ある。同時に研究代表者がすでに問題提起し
てきた、近代家族規範が依ってたつ階級・階
層的な基盤の差異という問題を、地域差とも
絡めて着眼し、実証性を伴う研究を切り拓こ
うとする点で独自な方法立場を採っている。 
 
(３) 第三は、製造業に従事する既婚女性労
働者を、本研究のメインの対象として設定し
ている点である。すなわち高度成長期を牽引
したのは製造業であったという歴史的事実、
および若年層の高学歴化にともなって不足
する労働力を代替した既婚女性労働者（正規
雇用）に着目し、そこから高度成長の時代を
把握しようとする方法を採っている。高度成
長期を経た 1970 年代以降には既婚女性のパ
ートタイマー化が進展し、女性労働の研究関
心は急速にパート労働に向けられていった。
だがその源流として製造職の既婚女性労働
者の労働-生活史の実態の解明は十分にはな
されておらず、研究史上の欠落点になってい
るからである。また高度成長期への研究関心
も近年一定の高まりを見せ、女性やジェンダ
ー視点から把握する試みも提示されるよう
になってきている。こうした中で、近代家族
論の収斂という方向とは明らかに様相を異
にする、継続的就業を追求してきた製造職の
既婚女性の事例を深めることは、高度成長期
前後の時代の歴史的相貌を掘り下げること
に貢献することになると考える。 
 
(４) 第四に、インテンシブなインタビュー
調査を用いる際に、「女性の声」に注意深く
耳を傾ける先行研究の方法的スタンスに学



び、これを生かすことである。女性自身の経
験、目線、思いにできる限り寄り添おうとす
れば、ミクロな生活世界とマクロな歴史像に
いかに架橋するかが問われることになる。詳
細なライフヒストリーの分析にさいしてこ
の点にできる限り留意し、個々人の経験を基
軸に据え、それをとり囲む彼女たちの職場と
家族、そして地域という場そのものを生き、
その変容過程を生きぬいた経験の把握につ
とめ、相互の連関関係を浮き彫りにする考察
を行った。 
 
 
４．研究成果 
(１) 第一の研究方法上の成果は、女性たち
は＜どこでどのように働いているのか/ 働
いてきたのか＞を探ることに焦点をおくか
たちで展開した。そのためにまず必要なこと
は、女性を家事・育児の担い手であるという
認識を出発点に据え、この家庭内役割の延長
線上で女性の労働過程での役割と位置づけ
を読み解くという従来の方法から離脱する
ことである。そのために、女性の家事・育児
役割のあり方と、労働過程での男女間の役割
配分と分業関係とを、自覚的に切断する方法
を堅持することが欠かせない。第二には、こ
うしていったんは切断した家族的諸条件と
労働過程のありようとを再度接合するさい
の、方法論の慎重な吟味が求められることに
なる。第三には、格差社会という認識が広が
っている今日的社会状況をふまえるならば、
男性/ 女性、正規/ 非正規、高学歴/ 低学歴、
労働需要の高い地域・業種/ 低い地域・業種
といったかたちで、相互に多様な分離線によ
って分断されている現実世界を見据えつつ、
これを統合的に理解し、把握していく方法の
探求へと進まなければならない。とりわけ上
記の第二課題たる労働と家族の再接合にと
って、上記の第三課題とかかわるジェンダー
内部の格差と分断、ジェンダーのみならず他
の社会的分離・分離との交差という視点を十
全に取りこむことが、方法上の枢要なポイン
トになることを提起した。 
 
(２) 第二には、上記の方法を用いて、科学
研究費補助金基盤研究（B）「＜女性労働と家
族＞の史的再構成に関する実証的研究」（研
究代表者・木本喜美子、2010 年度～2013 年
度）において調査対象地として設定した福井
県勝山市の調査データを中心として、再分析
する課題に取り組むことが本研究を進める
うえで欠かすことができないと判断するに
至った。そこで当該地域への補足的な調査お
よびさらなる資料収集を行う中で、織物業に
継続的に就業してきた既婚女性労働者の労
働-生活史の再分析を、本研究の重要な柱と
して位置づけた。その再分析にさいしては、
上記の方法の第二で掲げた階級・階層的な視
点と地域差という観点を深めることが中心
的な課題となる。ここでは個々のモノグラフ

についての分析結果をケーススタディとし
て挙げることはさし控えるが、その作業の積
み重ねを通じて全体として明らかにしえた
理論的・方法的な知見を研究成果として挙げ
ておきたい。 
 
① 高度成長期を起点とする近代家族規範
の普及過程をどのように把握すべきかとい
う課題に関しては、つぎのように整理するこ
とができる。少なくとも大企業労働者がこの
時期に、夫一人の稼ぎで家族を養うに足る家
族賃金の水準を、直接賃金として実現しただ
けでなく企業福祉レベルでも家族手当等の
諸手当の獲得というかたちで実現していっ
た事実を見れば、近代家族規範はこうした階
層を主たる担い手としながら物質的基盤に
支えられて強固なものとして形成されたと
把握しなければならない。担い手が大企業労
働者という「豊かな労働者」の表象と合致す
る存在であっただけに、その規範力が社会に
おける中心的地位を得て、他の階層にも少な
からず影響を与えたものと考えることがで
きる。 
 だが同時代の中小企業労働者は大企業労
働者のような物質的基盤を持たない層であ
ったという点を、看過することはできない。
こうした層においては、高度成長期に定着を
みた、耐久消費財等を組み込んだ多消費的な
生活様式にキャッチアップするためにこそ、
妻の就業が不可欠であった。また地域別に見
た場合、既婚女性の継続就業を求める歴史的
基盤が形成されていた地域では、家族賃金規
範の浸透は高度成長期においては見られな
かった。再分析を行った福井県勝山市の事例
を見る限り、戦前期以来の託児所の設置、戦
後のゼロ歳児保育の実現の歩み、さらには機
業場の諸施策に支えられ、既婚女性が継続就
業することが「当たり前」のこととして求め
られ、また当事者によっても同様に受けとめ
られていたのは明らかである。ということは、
企業規模を基軸にした階層性の差異と、巨大
企業を持つ大都市圏とこれのない地方圏と
の差異が折れ重なっていた事例が確かに存
在したことを意味するものである。 
 
② このことは、高度成長期を通じて近代家
族規範が成立していない地域が、勝山のみな
らず、他の事例研究の地域（例えば香川県東
部沿岸地域：倉敷,2007）も含んで、全国的
に少なからず存在していたことを支持する
実証的知見であるということができるだろ
う。しかも勝山を含む地域事例を読み込めば、
大企業労働者が担う近代家族規範の影響力
は高度成長期には少なくとも希薄であった
ことが明らかである。それはこうした地域に
おいては、高度成長期には既婚女性への労働
要請が強く作動しており、近代家族規範を受
容しうるような生活レベルでの基盤がなか
ったためであったと考えられよう。そうであ
るとすればこうした地域において、近代家族



規範が本格的に影響力を発揮するのは低成
長期以降と考えなければならない。教育のジ
ェンダー化が顕在化した時期を 1950 年代か
ら 60 年代にかけてだと捉える既存研究（小
山,2009 年）の検討が必要となろう。そこで
は、教育政策に関連する文書の言説分析にと
どまることなく、既婚女性が継続的に働くこ
とを「当たり前」とする生活現実をも乗り越
えるようなメカニズムがいかに生じていっ
たのかについての実証的研究を、今後の重要
な課題として設定すべきであろう。そうした
研究をくぐり脱けなければ、近代家族規範の
全国津々浦々への浸透という仮説を検証す
ることはできない。その場合のポイントは、
生活と労働の現実と規範との関係を解き明
かすという課題となるだろう。 
  
③ ライフヒストリー事例の再分析にもと
づく労働-生活史の再構成から浮かび上がっ
たのは、女性労働と家族と地域との関係に関
する新たな知見である。まずこの時期に継続
就業した既婚女性のなかには、明らかに自ら
イニシアティブを発揮し、生活の主人公とし
て労働と家族生活全般の切り盛りを担った
夫婦家族の中の女性存在が見いだされる。こ
うした女性の、労働にたち向かうエネルギー
源はあらためての説明を要しない。その対極
には、三世代家族の「嫁」として、自己の稼
得賃金に対する処分権を一切与えられない
世代間従属関係のもとにあった女性たちが
いた。そうした中にあっても彼女たちの労働
への意欲は削がれることはなく、逆に、「稼
げる嫁」としての家族内での承認とともに
「仕事ができる女工」としての職場での承認
を求めて、労働へとたち向かっていくという
複雑なメカニズムが作動していた。両者はそ
れぞれ異なる形態を通じてではあるが、家族
的諸条件と労働への駆動因との関係を解く
うえで大きなヒントを与えるものである。 
また就業を中止したいという欲求が、子ど

もの健康状態や自らの疲労感から頭をもた
げる場合があったとしても、これは、女性が
働くことを「当たり前」とする地域規範の前
に屈するところとなった。近代家族規範の介
在によって継続就業が疑問視されるという
局面はこれらの事例で見る限りは存在せず、
むしろ地域規範が継続就業へのプッシュ要
因として大きな役割を果たしていたことが
明らかである。家族と職場の相互関係、およ
びこれらをとり囲む地域社会の有する規範
力が、女性労働にとって大きな意味を持って
いたことが明らかである。家族と女性労働と
の関係を、常識的レベルで捉える方法からの
離脱が求められていることが明らかにされ
たと言うことができる。 
 
④ 最後に労働過程の変容と女性の生活意
識との関係においても重要な発見がなされ
た。本研究において中心的にとり扱う時期と
して設定した高度成長期は、職場における合

理化が推進され、従来の出来高賃金からの変
革の動きが推進された転換期を内包してい
た。男性労働者が中核を担う労働組合サイド
でも男性自体の賃金上昇要求や家族手当要
求が出されるようになり、このことが、出来
高からの撤退と時給制への移行ともあいま
って男女賃金格差が開いていく時代を呼び
込むことになった。こうした経緯に鑑みるな
らば、女性の家計上の役割は相対的に縮小し
たと見なければならないであろう。だがそれ
にもかかわらず、女性自身の家族生活運営に
関する語りにおいては、家庭内における役割
と地位の変化に関する言及はまったくなさ
れていない。むしろ、③でみた夫婦家族の女
性の場合はもとより、親世代から家計管理権
が渡されるや、夫婦家族の女性同様に自ら主
人公となって多消費的生活様式に参入して
いった三世代家族の「嫁」の場合も、家計の
切り盛りと生活目標の実現に向けての主体
的な営みが一貫して語られている。こうした
ことから、彼女たちが稼得する賃金が相対的
に縮小しても、それ以前に、家計管理権の掌
握とそれにもとづく実践が繰り広げられて
くる中で、この構造への依存が確立していた
と推察することができる。このことは、家族
の内的関係性は、労働過程変容の影響をスト
レートには受けないことを示唆するもので
ある。ひとたびできあがった家庭内諸関係は、
稼得諸条件の変化に追随して容易に変わる
ことはなく、ひとたびできあがった構造的基
盤の揺るぎない強靱さに、むしろ注目すべき
であると言えよう。 
本研究がメインの事例分析の対象とした

地域は、今日、「福井モデル」あるいは「北
陸型モデル」として注目されている地域の一
角を占めている。このモデルは、出生率も女
性就業率も全国的に見てトップクラスであ
り、かつ三世代同居率の高さにおいてもトッ
プクラスであることで注目され、少子化社
会・日本の「希望の星」として注目を浴びて
いる。少なくとも本研究が中心的事例として
扱った勝山市を見る限りでは、女性の就業率
が歴史的にも高かったという基盤があり、こ
うした基盤と現段階の動向とが重なり合っ
ていると見ることができるかもしれない。だ
がこれを重視し賞賛する側も、これを批判的
に把握する側も、こうしたモデルに該当する
地域について、歴史的基盤を踏まえる論究は
まったくなされていない。本研究のように特
定の地域労働市場を基盤とする女性労働の
歴史を再構成しようとする研究は、女性労働
の現代的課題に応えることにも連なってい
ると言うことができるだろう。 
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